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事業名 食品安全推進対策事業 （所管：生活衛生課 食品衛生係）

継続（平成16年度）

１ 目 的

食品衛生法の規定に基づき，県民の健康の保護を図るため，本県の実情を考慮した食品衛生監視指導計画

を策定し，重点的・効率的な監視指導を実施し，食の安全に関する情報提供を行い，消費者の視点に立った

食品安全対策を推進する。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

食品安全推進対策事業 県 県民の健康保護を図るために，消費者の視点に立 県 10/10

った食品安全確保として，県独自の食品衛生監視指

導計画の策定，食品表示の適正化，食品安全情報の

提供及び国等との連携強化を推進する。

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

26年度当初 25年度当初 対前年比

千円 千円 千円 ％

食品安全推進対策事業 502 502 515 97.5

４ 26年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平成26年度(計画) 平成25年度 平成24年度

食品安全推進対策事業 ・鹿児島県食品衛生監視 ・鹿児島県食品衛生監視 ・鹿児島県食品衛生監視

指導計画の策定 指導計画の策定 指導計画の策定

・食品表示の適正化に係 ・食品表示の適正化に係 ・食品表示の適正化に係

る監視指導 る監視指導 る監視指導

・食品安全に関するパン ・食品安全に関するパン ・食品安全に関するパン

フレット作成10,000部 フレット作成10,000部 フレット作成10,000部

１ 日本一安心・安全な鹿児島づくり

Ⅱ 安心・安全な社会の形成と県土づくり

第７ 平 成 ２ ６ 年 度 事 業 の 概要

Ⅱ－１ 日本一安心・安全な鹿児島づくり
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事業名 食品衛生指導取締事業 （所管：生活衛生課 食品衛生係）

継続（昭和23年度）

１ 目 的

食品衛生法の規定に基づき，食品衛生関係営業施設の監視指導並びに食品，食品添加物等の収去検査を実

施するなど，食品の安全性を確保し，飲食に起因する衛生上の危害の発生防止を図る。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

食品衛生指導取締事業 県 県下13保健所に配置する食品衛生監視員，地 県 10/10

域的中心の４保健所（加世田，川，姶良，鹿

屋）に配置する食品衛生監視機動班，並びに生

活衛生課に配置する食品衛生専門監視指導班の

３監視体制で連携を図り，食品衛生監視及び収去

検査を行う。

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

26年度当初 25年度当初 対前年比

千円 千円 千円 ％

食品衛生指導取締事業 52,743 52,743 51,159 103.1

４ 26年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平成26年度(計画) 平 成 25 年 度 平 成 24 年 度

食品衛生指導取締事業 ・食品営業施設に対する食品衛生監視指導 ・食品営業施設に対する食品衛生監視指導 ・食品営業施設に対する食品衛生監視指導
(計画件数） 14,962 (計画件数）15,491 (計画件数）24,815

・食品の検査機器整備と業務管理に基づいた食品 ・食品の検査機器整備と業務管理に基づいた食品 ・食品の検査機器整備と業務管理に基づいた
検査，食品中の残留農薬検査 検査，食品中の残留農薬検査 食品検査，食品中の残留農薬検査

(計画収去検体数）793 (計画収去検体数）744 (計画収去検体数）744
・食品衛生思想の啓発 ・食品衛生思想の啓発 ・食品衛生思想の啓発
・営業許可事務(見込)新規許可件数1,611 ・営業許可事務(見込)新規許可件数1,650 ・営業許可事務(見込)新規許可件数

継続許可件数 2,862 継続許可件数2,726 1,574
継続許可件数2,391

・食中毒予防対策 ・食中毒予防対策 ・食中毒予防対策
・県食品衛生協会の委託事業 ・県食品衛生協会の委託事業 ・県食品衛生協会の委託事業

（委託見込） 施設調査件数 5,552 （委託見込） 施設調査件数 6,034 （委託数） 施設調査件数 4,077
講習会受講者数 6,061 講習会受講者数 6,529 講習会受講者数4,564

・食品衛生監視員の研修 ・食品衛生監視員の研修 ・食品衛生監視員の研

・食品中のｱﾚﾙｷﾞｰ物質の検査 ・食品中のｱﾚﾙｷﾞｰ物質の検査 修

・食品中のｱﾚﾙｷﾞｰ物質の検査

第 ７ 平 成 ２ ６ 年 度 事 業 の 概 要

Ⅱ－１ 日本一安心・安全な鹿児島づくり
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事業名 乳肉水産食品衛生対策事業 （所管：生活衛生課 食品衛生係）

継続（昭和23年度）

１ 目 的

食品衛生法の規定に基づき，乳肉水産食品衛生関係営業施設の監視指導並びに畜水産食品の収去検査及び

残留物質の含有検査を実施するなど，畜水産食品の安全性を確保し，飲食に起因する衛生上の危害の発生防

止を図る。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

乳肉水産食品衛生対策事 県 県下13保健所に配置する食品衛生監視員，地 県 10/10

業 域的中心の４保健所（加世田，川，姶良，鹿

屋）に配置する食品衛生監視機動班，並びに生

活衛生課に配置する食品衛生専門監視指導班の

３監視体制で連携を図り食品衛生監視及び収去

検査を行う。

また，化製場等に関する法律に基づき，公衆

衛生上の見地から死亡獣畜等の処理の適正化を

図る。

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

26年度当初 25年度当初 対前年比

乳肉水産食品衛生対策事 千円 千円 千円 ％

業 15,790 15,790 15,092 104.6

４ 26年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平成26年度(計画) 平 成 25 年 度 平 成 24 年 度

乳肉水産食品衛生対策事 ・営業施設に対する食品衛生監視指導 ・営業施設に対する食品衛生監視指導 ・営業施設に対する食品衛生監視指導
業 (計画件数） 4,455 (計画件数）4,769 (計画件数）5,904

・食品の検査機器整備と業務管理に基づいた食 ・食品の検査機器整備と業務管理に基づいた食 ・食品の検査機器整備と業務管理に基づいた食
品検査，畜水産食品の残留農薬及び抗生物質 品検査，畜水産食品の残留農薬及び抗生物質 品検査，畜水産食品の残留農薬及び抗生物質
等の検査 (計画収去検体数）540 等の検査 (計画収去検体数）540 等の検査 (計画収去検体数）540

・営業許可事務(見込)新規許可件数 361 ・営業許可事務(見込)新規許可件数 391 ・営業許可事務(見込)新規許可件数 331
継続許可件数1,671 継続許可件数1,558 継続許可件数1,035

・化製場等の監視 ・化製場等の監視 ・化製場等の監視
・ＨＡＣＣＰシステムに ・ＨＡＣＣＰシステムに ・ＨＡＣＣＰシステムに

基づく衛生管理対策 基づく衛生管理対策 基づく衛生管理対策
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○食品衛生関係営業施設監視指導状況（平成24年度 鹿児島市を除く）

事 項 施設数

計画的な立入回数を設ける業種 計画 16,375

実績 21,836

必要な応じて立入る業種 計画 －

実績 11,535

監視指導実績（計） 33,371

（食品，乳肉衛生の合計）

○行政処分状況（平成24年度 鹿児島市を除く）

営業許可取消命令 営 業 禁 止 命 令 営 業 停 止 命 令 改善命令 物 品 廃 棄 命 令 そ の 他 計

要 許 可 施 設 ７ １ ５ １３

不 要 許 可 施 設 １ ６ ７

計 ８ １ １１ ２０

（食品，乳肉衛生の合計）

○食品等の収去検査状況（平成24年度 鹿児島市を除く）

試 験 し た 不 良 不 良 理 由

収 去 検 体 数 検 体 数 大 腸 菌 群 異 物 添 加 物 使 用 基 準 法 定 外 添 加 物 そ の 他

１，４７５ １ １

○乳の収去検査状況（平成24年度 鹿児島市を除く）

乳 及 び 乳 製 品 の 成 分 規 格 の 定 め の あ る 事 項 の 検 査

試 験 し た 不 適 不 適 理 由

収 去 検 体 数 検 体 数 無 脂 乳 固 形 分 乳 脂 肪 比 重 酸 度 細 菌 数 大腸菌群

２６

○食中毒発生件数（鹿児島市を含む）

件 数 患 者 数 死 者 数 り 患 率 備 考

平成24年 １１ １９０ ０ １１.２ り患率は人口10万人当

平成25年 １３ ３２６ ０ １９.４ たりの患者数

○食品の残留農薬試験 ○畜水産食品の抗生物質，抗菌性物質残留試験
（平成24年度 鹿児島市を除く） （平成24年度 鹿児島市を除く）

検 体 数 結 果 検 体 数 結 果

穀 類 ５ 基準値以内 鶏 卵 ２０ 検 出 せ ず

豆 類 ７ 〃 魚 介 類 ７３ 基準値以内

野 菜 類 ３１ 〃 は ち み つ １２ 検 出 せ ず

果 実 類 ３１ 〃 輸 入 食 肉 １８ 〃

茶 ５ 〃 牛 乳 ３ 〃

牛 乳 ３ 〃 計 １２６

そ の 他 １９ 〃

計 １０１
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事業名 と畜検査事業 （所管：生活衛生課 乳肉衛生係）

継続（昭和23年度）

１ 目 的

と畜場法に基づき，食肉の安全性確保を推進するため科学的，効率的なと畜検査体制の確立を図る。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

と 畜 検 査 事 業 県 ・ＢＳＥ(牛海綿状脳症）検査などの，と畜 県 10/10

検査の実施

・食肉衛生検査所の施設整備 BSE検査ｷｯﾄ

・研修及び会議の開催 国 10/10

・と畜場の衛生管理指導 （48ヵ月齢超）

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

26年度当初 25年度当初 対前年比

千円 千円 千円 ％

と 畜 検 査 事 業 353,217 353,217 387,363 91.2

B S E ( 牛 海 綿 状 脳 症 ) 等 検 査 78,607 78,607 122,879 64.0

４ 26年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平成26年度（計画） 平成25年度 平成24年度

と 畜 検 査 事 業 と畜検査頭数 (頭) と畜検査頭数 (頭) と畜検査頭数 (頭)

・牛 87,000 ・牛 90,157 ・牛 92,158

・とく 30 ・とく 85 ・とく 90

・馬 0 ・馬 0 ・馬 0

・豚 2,467,000 ・豚 2,545,184 ・豚 2,419,689

・めん羊，山羊 540 ・めん羊，山羊 522 ・めん羊，山羊 525

計 2,554,570 計 2,635,948 計 2,512,462

（参考）

県全体（鹿児島市を含む）の状況(平成25年度分)

牛 108,438頭 とく 90頭 馬 0頭 豚 2,764,400頭 めん羊，山羊 522頭 計 2,873,450頭



- 253 -

事業名 食鳥検査事業 （所管：生活衛生課 乳肉衛生係）

継続（平成３年度）

１ 目 的
食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律に基づき，食鳥肉の安全性確保を推進するため，科学的，

効率的な食鳥検査体制の確立を図る。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

食 鳥 検 査 事 業 県 ・食鳥検査の実施 県 10/10
・研修及び会議の開催
・食鳥処理場の衛生管理指導

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

26年度当初 25年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

食 鳥 検 査 事 業 127,046 127,046 126,379 100.5

４ 26年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平成26年度（計画） 平成25年度 平成24年度

食 鳥 検 査 事 業 食鳥検査羽数(羽) 食鳥検査羽数(羽) 食鳥検査羽数(羽)
・ブロイラー 124,831,000 ・ブロイラー 126,679,789 ・ブロイラー 125,168,764
・成鶏 8,585,000 ・成鶏 8,140,400 ・成鶏 8,908,666
・その他 0 ・その他 0 ・その他 0

計 133,416,000 計 134,820,189 計 134,077,430

（参考）
県全体（鹿児島市を含む）の状況（平成25年度分）

ブロイラー 132,256,901 羽 成鶏 11,684,026 羽 計 143,940,927 羽

５ その他参考事項
各食肉衛生検査所と管轄のと畜場，食鳥処理場

食肉衛生
所 管 と 畜 場 所 管 食 鳥 処 理 場

検 査 所
知 覧 ㈱ＪＡ食肉かごしま南薩工場 株式会社エヌチキン

加世田食肉センター
南さつま市食肉センター

串木野 プリマハム㈱鹿児島工場串木野と畜場 鹿児島くみあいチキンフーズ㈱川内工場

阿久根 ㈱阿久根食肉流通センター マルイ食品㈱野田工場
マルイ食品㈱野田第２工場
赤鶏農業協同組合

大 口 ㈱ジャパンファーム大口処理場 ㈱アクシーズ宮之城工場
㈱アクシーズ薩摩工場

末 吉 南九州畜産興業㈱末吉と畜場 鹿児島くみあいチキンフーズ㈱大隅工場
丸紅畜産㈱霧島事業所

志布志 志布志畜産（株） ㈱ジャパンファームチキン製造本部第一製造部大崎工場
サンキョーミート㈱有明ミート工場 ㈲永峯食鳥

鹿 屋 ㈱ＪＡ食肉かごしま鹿屋工場
協同組合南州高山ミートセンター ㈱ジャパンファームチキン製造本部第二製造部垂水工場
大隅ミート食肉センター

第 ７ 平 成 ２ ６ 年 度 事 業 の 概 要

Ⅱ－１ 日本一安心・安全な鹿児島づくり
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事業名 生活衛生指導助成事業 （所管：生活衛生課 温泉営業係）

継続（昭和32年度）

１ 目 的

県民の日常生活に密着した生活衛生関係営業の経営健全化と安定化を図るとともに，施設の衛生水準の維

持向上を推進し，利用者の利益の擁護を図る。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

生 活 衛 生 指 導 助 成 事 業 県 ・(公財)鹿児島県生活衛生営業指導センターの 国 1/2

運営及び事業に対する補助 県 1/2

・生活衛生同業組合(11組合)の指導・育成

・公衆浴場の施設改善資金に対する利子補給 県 10/10

・公衆浴場の経営安定資金の貸付

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

26年度当初 25年度当初 対前年比

千円 千円 千円 ％

生 活 衛 生 指 導 助 成 事 業 50,175 50,175 50,890 98.6

４ 26年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平成26年度（計画） 平 成 25 年 度 平 成 24 年 度

生活衛生指導助成 ・(公財)県生活衛生営業指 ・(公財)県生活衛生営業指 ・(財)県生活衛生営業指導

事業 導センターに対する補助 導センターに対する補助 センターに対する補助

・公衆浴場の施設改善資金 ・公衆浴場の施設改善資金 ・公衆浴場の施設改善資金

に対する利子補給 に対する利子補給 に対する利子補給

・公衆浴場の経営安定資金 ・公衆浴場の経営安定資金 ・公衆浴場の経営安定資金

の貸付 の貸付 の貸付

第 ７ 平 成 ２ ６ 年 度 事 業 の 概 要

Ⅱ－１ 日本一安心・安全な鹿児島づくり
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事業名 レジオネラ症防止対策事業 （所管：生活衛生課 温泉営業係）

継続（平成14年度，一部：平成13年度）

１ 目 的

入浴施設におけるレジオネラ属菌による健康被害を防止するため，公衆浴場及びホテル旅館の入浴施設に

ついて，監視指導を実施するほか，広報媒体の活用等による防止対策の徹底を図る。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

レジオネラ症防止対策事業 県 ・公衆浴場及びホテル旅館の入浴施設に対する 県 10/10

監視指導の実施

・広報媒体利用による県民への啓発

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

26年度当初 25年度当初 対前年比

千円 千円 千円 ％

レジオネラ症防止対策事業 1,355 1,355 1,287 105.3

４ 26年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平成26年度（計画） 平 成 25 年 度 平 成 24 年 度

レジオネラ症防止対策 ・重点的監視指導の実施 ・重点的監視指導の実施 ・重点的監視指導の実施

事業 ・広報啓発の実施 ・広報啓発の実施 ・広報啓発の実施
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事業名 営業免許及び指導取締事業 （所管：生活衛生課 温泉営業係）

継続（昭和22年度）

１ 目 的

生活衛生関係営業施設の検査確認及び監視指導を行い，適正な営業と衛生水準の維持向上を図る。また，

建築物衛生法に係る特定建築物の検査確認及び監視指導を行うとともに，清掃業等事業者の登録を推進し，

建築物における衛生的環境の確保等を図り，公衆衛生の向上に資する。

さらにクリーニング師試験や免許証交付を実施する。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

営 業 免 許 及 び 指 導 県 ・生活衛生関係営業施設に係る検査確認及び監 県 10/10

取 締 事 業 視指導

（ﾎﾃﾙ旅館,公衆浴場,理容所,美容所,ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ所，興行場）

・特定建築物の届出及び清掃業等事業者の登録

並びに監視指導

・クリーニング師試験の実施及び免許証交付

・墓地，埋葬等に関する法律関係事務

・公衆浴場入浴料金の統制額の指定に関する事

務

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

26年度当初 25年度当初 対前年比

千円 千円 千円 ％

営業免許及び指導取締事業 2,632 2,632 2,525 104.2

４ 26年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平成26年度（計画） 平 成 25 年 度 平 成 24 年 度

営業免許及び指導 ・生活衛生関係営業施設 ・生活衛生関係営業施設 ・生活衛生関係営業施設

取締事業 の営業許可及び使用前 の営業許可及び使用前 の営業許可及び使用前

確認検査 確認検査 確認検査

・生活衛生関係営業施設 ・生活衛生関係営業施設 ・生活衛生関係営業施設

の監視指導 の監視指導 の監視指導

・特定建築物の届出及び ・特定建築物の届出及び ・特定建築物の届出及び

監視指導 監視指導 監視指導

・建築物清掃等事業者の ・建築物清掃等事業者の ・建築物清掃等事業者の

登録事務 登録事務 登録事務

・クリーニング師試験の ・クリーニング師試験の ・クリーニング師試験の

実施及び免許証交付 実施及び免許証交付 実施及び免許証交付
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事業名 温泉監視指導事業 （所管：生活衛生課 温泉営業係）

継続（昭和25年度）

１ 目 的

温泉の掘削等許可を行うとともに，温泉利用施設の立入検査及び監視指導等を行い，貴重な地域資源であ

る温泉の保護と，その利用の適正化を図る。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

温 泉 監 視 指 導 事 業 県 ・環境審議会温泉部会の開催 県 10/10

・温泉の掘削等許可

・地熱発電対策

（地熱発電所及び周辺温泉影響調査）

・温泉利用施設の監視指導

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

26年度当初 25年度当初 対前年比

千円 千円 千円 ％

温 泉 監 視 指 導 事 業 4,862 4,862 4,438 109.6

４ 26年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平成26年度（計画） 平 成 25 年 度 平 成 24 年 度

温泉監視指導事業 ・環境審議会温泉部会の ・環境審議会温泉部会の ・環境審議会温泉部会の

開催(４回) 開催(４回) 開催(４回)

・温泉掘削，増掘，動力 ・温泉掘削，増掘，動力 ・温泉掘削，増掘，動力

装置の許可 装置の許可 装置の許可

・温泉公共利用許可 ・温泉公共利用許可 ・温泉公共利用許可

・可燃性天然ガスの濃度確 ・可燃性天然ガスの濃度確 ・可燃性天然ガスの濃度確

認 認 認

・温泉利用施設の立入検 ・温泉利用施設の立入検 ・温泉利用施設の立入検

査及び適正利用の指導 査及び適正利用の指導 査と適正利用の指導

・地熱開発に係る影響等 ・地熱開発に係る影響等 ・地熱開発に係る影響等

調査 調査 調査

・主要温泉地での温泉水 ・主要温泉地での温泉水 ・主要温泉地での温泉水

位等の調査 位等の調査 位等の調査



- 258 -

事業名 水道水質管理事業 （所管：生活衛生課 水道係）

継続（昭和27年度）

１ 目 的

水道施設等への立入検査や水質管理目標設定項目の水質検査を実施し，良質な水道水等の供給・利用を図

る。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

水 道 水 質 管 理 事 業 県 ・水道施設等の立入指導 県 10/10

保健所が水道施設等に立入り，施設の維持

管理や水質管理（水質検査等）状況等につい

ての指導を行う。

・水質監視

県水道水質管理計画に基づき，水質基準項

目を補う水質検査を実施する。

・権限移譲交付金

専用水道事務及び簡易専用水道事務の権限

移譲交付金を対象町村へ交付する。

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

26年度当初 25年度当初 対前年比

千円 千円 千円 ％

水 道 水 質 管 理 事 業 3,355 3,355 2,947 113.8

４ 26年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平成26年度（計画） 平成25年度 平成24年度

水 道 水 質 管 理 事 業 ・水道施設等立入指導 ・水道施設等立入指導 ・水道施設等立入指導

・水質監視 ・水質監視 ・水質監視

第 ７ 平 成 ２ ６ 年 度 事 業 の 概 要

Ⅱ－１ 日本一安心・安全な鹿児島づくり
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事業名 水道施設整備事業 （所管：生活衛生課 水道係）

継続（昭和27年度）

１ 目 的

市町村が実施する水道施設整備事業(国庫補助事業）の円滑な運営及び適正な実施を促進し，未普及地域

の解消や施設の更新・給水能力の増強等を行い水道施設の整備強化を図る。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

水 道 施 設 整 備 事 業 県 ・施設整備事務 国 1/2

国庫補助事業に係る市町村の指導監督及び 県 1/2

補助金交付事務の実施

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

26年度当初 25年度当初 対前年比

千円 千円 千円 ％

水 道 施 設 整 備 事 業 2,122 2,122 2,040 104.0

４ 26年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平成26年度（計画） 平 成 25 年 度 平 成 24 年 度

水 道 施 設 整 備 事 業 ・国庫補助事業実施市 ・国庫補助事業実施市町 ・国庫補助事業実施市

町村の指導・監督等 村の指導・監督等 町村の指導・監督等

24市町村(34事業) 18市町村(25事業) 21市町村（34事業）
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事業名 水道システム整備事業 （所管：生活衛生課 水道係）

継続（平成８年度）

１ 目 的

県内水道事業体の事業認可データ，水道統計データ，水質データを一元的に管理できるシステムを運用し，

県下全域の水道施設整備状況及び水源や浄水場の水質情報を把握して，安全な水道水の安定供給を図る。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

水 道 シ ス テ ム 整 備 事 業 県 ・水道事業認可台帳（人口・給水量・施設規模 県 10/10

・目標年度等）

・水道統計情報（普及率・有収率・給水原価等

の実績）

・水質情報（月毎の水道情報の集計）

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

26年度当初 25年度当初 対前年比

千円 千円 千円 ％

水 道 シ ス テ ム 整 備 事 業 950 950 928 102.3

４ 26年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平成26年度（計画） 平 成 2 5 年 度 平 成 2 4 年 度

水 道 シ ス テ ム 整 備 事 業 ・水道事業認可台帳の ・水道事業認可台帳の ・水道事業認可台帳の

データ入力 データ入力 データ入力

・水道統計情報のデー ・水道統計情報のデー ・水道統計情報のデー

タ入力 タ入力 タ入力

・水質情報入力 ・水質情報入力 ・水質情報入力

・水道システムの保守 ・水道システムの保守 ・水道システムの保守

点検・改変 点検・改変 点検・改変



- 261 -

事業名 飲料水特別対策事業 （所管：生活衛生課 水道係）

継続（昭和62年度）

１ 目 的

耐塩素性病原性微生物であるクリプトスポリジウム等による水道水源の汚染実態調査を実施して，飲料水

の安全確保を図る。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

飲 料 水 特 別 対 策 事 業 県 ・水道水に係る安全対策 県 10/10

クリプトスポリジウム等病原性微生物

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

26年度当初 25年度当初 対前年比

千円 千円 千円 ％

飲 料 水 特 別 対 策 事 業 325 325 318 102.2

４ 26年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平成26年度（計画） 平 成 2 5 年 度 平 成 2 4 年 度

飲 料 水 特 別 対 策 事 業 ・ｸﾘﾌﾟﾄｽﾎﾟﾘｼﾞｳﾑ等調査 ・ｸﾘﾌﾟﾄｽﾎﾟﾘｼﾞｳﾑ等調査 ・ｸﾘﾌﾟﾄｽﾎﾟﾘｼﾞｳﾑ等調査

水源 5か所 水源 5か所 水源 5か所

第 ７ 平 成 ２ ６ 年 度 事 業 の 概要

Ⅱ－１ 日本一安心・安全な鹿児島づくり
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事業名 動物愛護・管理対策事業 （所管：生活衛生課 乳肉衛生係）

継続（昭和25年度）

１ 目 的

狂犬病の発生を防止するとともに，犬や特定動物の飼い主及び動物取扱業者に対して責任と自覚の促進を

図る等，動物愛護思想の普及・啓発及び適正な飼養管理の推進に努める。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

動物愛護・管理対策事業 県 ・狂犬病予防のための啓発及び咬傷事故発生防止 県 10/10

・犬の捕獲及び飼えなくなった犬・猫の引取り

並びに畜犬管理センターにおける飼育管理・処

分等の業務

・特定動物飼養施設の許可及び監視指導

・動物取扱業者の登録，監視指導及び研修の実施

・動物愛護推進協議会の開催

・動物愛護精神の普及啓発

・各種団体との動物愛護に係る共生・協働事業

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

26年度当初 25年度当初 対前年比

千円 千円 千円 ％

動物愛護・管理対策事業 110,427 110,427 110,313 100.1

４ 26年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平成26年度（計画） 平成25年度（計画） 平成24年度

動物愛護・管理対策事業 登 録 頭 数 75,000 登 録 頭 数 75,000 登 録 頭 数 72,795

（新規 6,000）再掲 （新規 6,000）再掲 （新規 4,621）再掲

予防注射頭数 60,000 予防注射頭数 60,000 予防注射頭数 54,439

捕 獲 犬 1,300 捕 獲 犬 1,500 捕 獲 犬 1,390

引 取 犬 600 引 取 犬 700 引 取 犬 639

返 還 300 返 還 300 返 還 318

譲 渡 300 譲 渡 240 譲 渡 269

殺処分 (犬) 1,400 殺処分 (犬) 1,600 殺処分 (犬) 1,430

引 取 猫 1,700 引 取 猫 1,700 引 取 猫 1,740

殺処分 (猫) 1,680 殺処分 (猫) 1,680 殺処分 (猫) 1,716

第 ７ 平 成 ２ ６ 年 度 事 業 の 概 要

Ⅱ－１ 日本一安心・安全な鹿児島づくり
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事業名 結核対策事業 （所管：健康増進課 感染症保健係）

継続（昭和26年度）

１ 目 的
感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律に基づく，定期健康診断を円滑に実施し，結核

の早期発見に努める。
また，結核医療費の公費負担により，結核患者への適正な医療を推進し，結核の感染拡大を防止する。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

１ 結核予防行政事務 県 ・結核予防に関する市町村等への指導及び各種 県 10/10
会議への出席

２ 結核健康診断事業費補助 私立学校 ・施設 ・私立学校及び施設が行う定期健康診断に要す 県 2/3
る経費を助成する。 私立学校・施設

1/3

３ 医療扶助 県 ・法37条の２により，一般医療が承認された者 国 1/2
の結核医療費を公費負担する。 県 1/2

・法37条により，入院勧告を受けた者の結核医 国 3/4
療費を公費負担する。 県 1/4

４ 感染症診査協議会 県 ・結核患者の就業制限，入院勧告等に関し，必 県 10/10
（結核部会） 要な審査を行う。

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

26年度当初 25年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

１ 結核予防行政事務 629 629 588 107.0

２ 結核健康診断事業費補助 10,884 10,884 10,318 105.5

３ 医療扶助 25,177 25,177 32,450 77.6

４ 感染症診査協議会 4,642 4,642 4,633 100.2
（結核部会）

計 41,332 41,332 47,989 86.1

４ 26年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 26 年 度 平 成 25 年 度 平 成 24 年 度

１ 結核予防行政事務 ・指定医療機関指導検査 ・指定医療機関指導検査 ・指定医療機関指導検査

２ 結核健康診断事業費補助 ・受診人員 11,004人 ・受診人員 11,697人 ・受診人員 11,296人

３ 医療扶助 ・一般医療 1,808人 ・一般医療 2,192人 ・一般医療 2,362人
・入院医療 239人 ・入院医療 364人 ・入院医療 364人

４ 感染症診査協議会 ・開催回数 120回 ・開催回数 120回 ・開催回数 120回
（結核部会）
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事業名 結核対策特別促進事業 （所管：健康増進課 感染症保健係）

継続（昭和61年度）

１ 目 的
結核患者の治療開始から終了まで，医療機関と保健所が連携して患者を支援し完全治癒を図る。また，結

核のり患率・有病率の高い地域等を中心に予防啓発に努め，結核予防の推進を図る。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

１ ＤＯＴＳ事業 県 ・医療機関と保健所が密接に連携し，退院後の 国 10/10
患者に対する服薬支援の徹底を図り，結核患
者の完全治癒を図る。

２ 結核ハイリスク者健診事業 県 ・介護老人保健施設の入所者に胸部Ｘ線検査， 国 10/10
喀たん検査等を実施し，結核の早期発見と感
染の拡大防止を図る

３ 地域組織等活動促進事業 県 ・結核成人病予防婦人会の会員に結核に関する 県 10/10
研修を実施し，結核予防活動を推進する地域
のリーダーを養成する。

４ 地域普及啓発事業 県 ・結核予防の啓発ポスターを公共の機関・場所 県 10/10
に掲示するなど，効果的な普及啓発を実施
し，県民の結核に関する意識を高める。

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

26年度当初 25年度当初 対前年比

千円 千円 千円 ％
1 ＤＯＴＳ事業 1,862 1,862 1,759 105.9

2 結核ハイリスク者健診事業 396 396 455 87.0

3 結核予防技術者地区別講 － － 1,616 －
習会及び結核行政担当者
会議

4 地域組織等活動促進事業 450 450 444 101.4

5 地域普及啓発事業 278 278 270 103.0

計 2,986 2,986 4,544 65.7
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４ 26年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 26 年 度 平 成 25 年 度 平 成 24 年 度

1 ＤＯＴＳ事業 ・服薬手帳の作成・配付 ・服薬手帳の作成・配付 ・服薬手帳の作成・配付
350部 350部 500部

・各保健所によるDOTSの ・各保健所によるDOTSの ・各保健所によるDOTSの
実施 実施 実施

2 結核ハイリスク者健診 ・介護老人保健施設入所 ・介護老人保健施設入所 ・介護老人保健施設入所
事業 者の健診 6施設 130人 者の健診 3施設 22人 者の健診 3施設 83人

3 結核予防技術者地区別 ・結核予防技術者地区別 －
講習会及び結核行政担 － 講習会及び結核行政担
当者会議 当者会議の開催 457人

4 地域組織等活動促進 ・結核成人病予防婦人会 ・結核成人病予防婦人会 ・九州結核成人病予防婦
事業 幹部講習会 100人 幹部講習会 100人 人会幹部講習会 104人

5 地域普及啓発事業 ・ポスターの作成・配布 ・ポスターの作成・配布 ・ポスターの作成・配布
800部 800部 800部

・車内広告 ・車内広告 ・車内広告
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事業名 結核管理事業 （所管：健康増進課 感染症保健係）

継続（昭和26年度）

１ 目 的

結核患者への訪問指導や精密検査を実施し，早期の社会復帰を支援するとともに，患者家族等の接触者に

健康診断を実施し，結核の感染やまん延を防止する。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

１ 結核管理事業 県 ・結核に感染していると疑われる者に対し，定 国 1/2

期外の健康診断や予防接種を実施する。 県 1/2

・医療を受けていない者，受療状況の不明な者

患者家族等に対して訪問指導を実施する。

・要観察者，治療放置者，病状不明者に対して

精密検査を実施する。

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

26年度当初 25年度当初 対前年比

千円 千円 千円 ％

１ 結核管理事業 11,240 11,240 11,476 97.9

４ 26年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 26 年 度 平 成 25 年 度 平 成 24 年 度

１ 結核管理事業 ・患者家族健診 850人 ・患者家族健診 850人 ・患者家族健診 472人

・接触者健診 1,070人 ・接触者健診 1,070人 ・接触者健診 683人

・管理健診 400人 ・管理健診 400人 ・管理健診 394人

・訪問指導の実施700人 ・訪問指導の実施700人 ・訪問指導の実施674人

２ 結核診査等観察用モニ ・各保健所1台整備

ター整備事業（H24） （合計13台）
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事業名 感染症予防対策事業 （所管：健康増進課 感染症保健係）

継続（昭和22年度）

１ 目 的
感染症の発生及びまん延を防止するため，予防思想の啓発・普及，的確な情報の収集・提供等を行うほか，

患者発生時に迅速的確な防疫対策を実施するために，病原体保有者の検索，健康診断等を行う。
また，平成25年に全国的に流行した風しん対策として，妊娠を希望する女性等を対象とした無料の抗体検

査を実施する。
２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

１ 予防推進事業 県 ・病原体保有者の検索 一部
・患者発生時の健康診断及び保健指導 国 1/2
・感染症予防対策の市町村等指導 県 1/2
・輸入感染症対策 その他
・臨床検査技師学会への出席 県10/10

２ 連絡調整事業 県 ・感染症の発生予防，発生時の対策について， 一部
九州単位で開催する情報交換会等に出席す 国 1/2

る。 県 1/2
その他

県10/10

３ 感染症予防体制整備事業 県 ・感染症危機管理対策協議会の開催 一部
・地域の関係機関と連携した対策を推進するた 国 1/2

め，保健所単位で研修会を開催する。 県 1/2
その他

県10/10

４ 検疫事業 県 ・検疫法第２２条及び２３条に基づく，保健所 国10/10
長による検疫の実施

５ 新型インフルエンザ対策 県 ・新型インフルエンザ等の発生・流行に備え， 県10/10
事業 保健所等の担当者説明会を開催する。

・風しんのワクチン接種の必要性を判断できる 国 1/2
６ 風しん検査事業（新規） 県 ようにするための抗体検査を医療機関等で実施 県 1/2

する

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

26年度当初 25年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

1 予防推進事業 3,940 3,940 3,787 104.0

2 連絡調整事業 297 297 349 85.1

3 感染症予防体制整備事業 2,922 2,922 4,274 68.4

4 検疫事業 25 25 25 100.0

5 新型インフルエンザ対策 662 662 81,254 0.8
事業

6 風しん検査事業（新規） 17,224 17,224 － －

計 25,070 25,070 89,689 28.0
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４ 26年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 26 年 度 平 成 25 年 度 平 成 24 年 度

1 予防推進事業 ・病原体保有者の検索 ・病原体保有者の検索 ・病原体保有者の検索

13,132件

・県職員臨床検査技師 ・県職員臨床検査技師 ・県職員臨床検査技師

研修会の開催 １回 研修会の開催 １回 研修会の開催 １回

2 連絡調整事業

九州・山口九県感染 九州・山口九県感染 九州・山口九県感染

症関係機関連絡会議 症関係機関連絡会議 症関係機関連絡会議

１回 １回 １回

・西日本感染症主管課長

連絡協議会出席

１回

3 感染症予防体制整備事業 ・感染症危機管理対策 ・感染症危機管理対策

協議会の開催 １回 協議会の開催 １回

・鹿児島県エイズ対策 ・鹿児島県エイズ対策 ・鹿児島県エイズ対策

連絡協議会の開催 連絡協議会の開催 連絡協議会の開催

１回 １回 １回

4 検疫事業 ・検疫の実施 ・検疫の実施 ・検疫の実施 ４件

5 新型インフルエンザ対策 ・新型インフルエンザ ・新型インフルエンザ ・人工呼吸器や感染防護

事業 等対策担当者説明会 等対策担当者説明会 具等の整備を支援

の開催 １回 の開催 １回

6 風しん検査事業（新規） ・風しん抗体検査の実

施
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事業名 感染症医療対策事業 （所管：健康増進課 感染症保健係）

継続（平成11年度）

１ 目 的
感染症指定医療機関の施設等整備や維持運営に要する経費を補助することにより，感染症の入院患者に良

質で適切な医療を提供する。
また，一類・二類感染症患者の入院医療費を公費負担することにより，感染症患者に適切な医療を提供し，

感染症のまん延防止を図る。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

１ 指定医療機関整備運営事 県 ・第二種感染症指定医療機関の感染症病床の運 国 1/2
業 営に要する経費の補助 県 1/2

県 ・一類・二類感染症患者の感染症指定医療機関 国 3/4
２ 医療扶助 への入院に係る医療費について，医療保険制 県 1/4

度等を適用した残額の患者負担について，公
費負担する。

・感染症の診査に関する協議会を開催し，感染 県 10/10
症患者の就業制限，入院勧告等に関し，必要
な審査を行う。

・一類・二類感染症患者を感染症指定医療機関 国 1/2
へ移送する。 県 1/2

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

26年度当初 25年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

1 指定医療機関整備運営事業 22,000 22,000 22,000 100.0

2 医療扶助 362 362 398 91.0

3 結核病床施設設備整備事 － － 20,138 －
業

計 22,362 22,362 42,536 52.6

４ 26年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 26 年 度 平 成 25 年 度 平 成 24 年 度

1 指定医療機関整備運営費 ・第二種感染症指定医 ・第二種感染症指定医 ・第二種感染症指定医
療機関の６医療機関 療機関の６医療機関 療機関の６医療機関
(22床）に助成 (22床）に助成 （22床）に助成

2 医療扶助 ・感染症患者 ・感染症患者 ・感染症患者
（公費負担予定） （公費負担実績）なし （公費負担実績） なし

3 結核病床施設設備整備事 － － ・３医療機関に結核病
業 床を３床整備
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事業名 結核・感染症発生動向調査事業 （所管：健康増進課 感染症保健係）

継続（昭和56年度）

１ 目 的

結核・感染症に関する情報を全国的規模で迅速に収集，解析し，還元された情報を基に有効で的確な予防

対策や，感染症のまん延防止を図る。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

１ 結核・感染症発生動向調 県 ・定点観測とコンピューターオンラインシステ 国 1/2

査事業 ムによる情報収集と還元 県 1/2

・ホームページの開設

・採取検体の検査と情報の解析

・感染症発生動向企画委員会の開催

２ 感染症流行予測調査 県 ・日本脳炎の感受性調査 国 10/10

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

26年度当初 25年度当初 対前年比

千円 千円 千円 ％

1 結核・感染症発生動向調 8,349 8,349 8,347 100.0

査事業

2 感染症流行予測調査 71 71 71 100.0

計 8,420 8,420 8,418 100.0

４ 26年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 26 年 度 平 成 25 年 度 平 成 24 年 度

1 結核・感染症発生動向調 ・情報収集 128定点 ・情報収集 128定点 ・情報収集 128定点

査事業 ・情報の解析・還元 ・情報の解析・還元 ・情報の解析・還元

(週報52回,月報12回) (週報52回,月報12回) (週報52回,月報12回)

・検体の検査 ・検体の検査 150件 ・検体の検査 150 件

・感染症発生動向調査 ・感染症発生動向調査 ・感染症発生動向調査企

企画委員会の開催 企画委員会の開催 画委員会の開催

2 感染症流行予測調査 ・日本脳炎感染源調査 ・日本脳炎感染源調査 ・日本脳炎感染源調査

80検体 80検体 80検体
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事業名 つつが虫病予防対策事業 （所管：健康増進課 感染症保健係）

継続（昭和56年度）

１ 目 的

つつが虫病に関する正しい知識の啓発と普及により感染の予防に努めるとともに，血清検査の実施により

早期診断による早期治療を図る。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

つつが虫病予防対策事業 県 ・猟友会等との連携による啓発チラシの配布 県 10/10

・環境保健センターでの血清検査の実施

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

26年度当初 25年度当初 対前年比

千円 千円 千円 ％

つつが虫病予防対策事業 440 440 440 100.0

４ 26年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 26 年 度 平 成 25 年 度 平 成 24 年 度

つつが虫病予防対策事業 ・予防チラシを作成し，

市町村等へ配布

・血清検査の実施 ・血清検査の実施 ・血清検査の実施

210件
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事業名 エイズ予防対策事業 （所管：健康増進課 感染症保健係）

継続（昭和62年度）

１ 目 的
エイズに関する正しい知識の啓発と普及により，感染の予防に努めるとともに，相談，検査業務に従事す

る職員の資質の向上を図る。又，保健所において無料のＨＩＶ抗体検査を実施し，ＨＩＶ感染者の早期発見
を図る。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

１ 普及・啓発事業 県 ・正しい知識の普及啓発 国 1/2
・エイズ予防普及啓発講演会の開催 県 1/2
・エイズ予防啓発ビデオ等の整備

２ 相談・指導者養成事業 県 ・エイズ対策研修への派遣 国 1/2
・エイズ相談員養成研修会への派遣 県 1/2
・エイズカウンセラー派遣事業

３ 感染対策事業 県 ・希望者に対するＨＩＶ抗体検査の実施 国 1/2
・検体搬送 県 1/2
・針刺し後のＨＩＶ感染防止体制の整備

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

26年度当初 25年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

１ 普及・啓発事業 3,024 3,024 3,040 99.5

２ 相談・指導者養成事業 451 451 450 100.2

３ 感染対策事業 1,560 1,560 2,783 56.1

計 5,035 5,035 6,273 80.3

４ 26年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 26 年 度 平 成 25 年 度 平 成 24 年 度

１ 普及･啓発事業 ・エイズ予防推進街頭 ・エイズ予防推進街頭 ・エイズ予防推進街頭
キャンペーンの実施 キャンペーンの実施 キャンペーンの実施

・エイズ予防普及啓発 ・エイズ予防普及啓発 ・エイズ予防普及啓発
講演会の開催 講演会の開催 講演会の開催

5保健所(川薩，姶良，鹿屋，屋久島，名瀬) 4保健所(加世田，伊集院，西之表，徳之島) 5保健所(川薩，姶良，鹿屋，屋久島，名瀬)

・エイズ予防教育に伴 ・エイズ予防教育に伴 ・エイズ予防教育に伴
う教材の整備 う教材の整備 う教材の整備

・コンビニエンスストアと
の協働による啓発物品の配
布 40,000部

２ 相談・指導者養成事業 ・ＨＩＶ研修会の開催 ・ＨＩＶ研修会の開催 ・ＨＩＶ研修会の開催
１回 １回

・ｶｳﾝｾﾗｰ派遣 ・ｶｳﾝｾﾗｰ派遣 ・ｶｳﾝｾﾗｰ派遣 ３件
・エイズ対策研修への ・エイズ対策研修への ・エイズ対策研修への

派遣 派遣 派遣

３ 感染対策事業 ・HIV抗体検査の実施 ・HIV抗体検査の実施 ・HIV抗体検査の実施
1,086件
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事業名 予防接種事業 （所管：健康増進課 感染症保健係）

継続（昭和23年度）

１ 目 的
感染症の発生及びまん延を防止するため，予防接種法に基づく定期予防接種を円滑に推進するために，実

施主体の市町村に対して指導，助言する。
また，予防接種に伴う健康被害を受けた者に対して医療費等を給付する。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

１ 予防接種指導事業 県 ・予防接種対策協議会の開催 県 10/10
・定期・臨時予防接種に対する指導調査等の実施
・予防接種施行計画及び実施上の注意事項の作成

２ 予防接種事故対策事業 市町村 ・予防接種を受けたことにより健康被害を受け 国 1/2
た者に対し医療費等の給付を行う。 県 1/4

市町村 1/4

県 ・予防接種後健康状況調査 国 10/10

県 ・予防接種事故対策事務打ち合わせ 県 10/10

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

26年度当初 25年度当初 対前年比
千円 千円 千円 ％

１ 予防接種指導事業 205 205 201 102.0

２ 予防接種事故対策事業 30,424 30,424 30,415 100.0

３ 子宮頸がん等ワクチン － － 659,357 0
接種支援事業

計 30,629 30,629 689,973 4.4

４ 26年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 26 年 度 平 成 25 年 度 平 成 24 年 度

１ 予防防接種指導事業 ・予防接種対策協議会 ・予防接種対策協議会 ・予防接種対策協議会の
の開催 １回 の開催 １回 開催 １回

・予防接種施行計画及 ・予防接種施行計画及 ・予防接種施行計画及び
び実施上の注意事項 び実施上の注意事項 実施上の注意事項作成
作成・配布 作成・配布 ・配布

(各4,000部) (各4,000部) (各4,000部)

２ 予防接種事故対策事業 ・予防接種健康被害者 ・予防接種健康被害者 ・予防接種健康被害者に
に対する給付 11人 に対する給付 11人 対する給付 11人

３ 子宮頸がん等ワクチン － － ・市町村が実施する予防
接種支援事業 接種事業に係る経費の助

成
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事業名 薬事監視事業 （所管：薬務課 薬務係）

継続（昭和36年度）

１ 目 的

医薬品，医薬部外品，化粧品及び医療機器の製造（製造販売）業者及び販売業者に対して，保健衛生上の

危害が生じないように指導監督するとともに，県民に対し，医薬品の正しい使用方法等に関する知識の普及

啓発を行う。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

１ 薬事審議会 県 ・薬事法等に関する重要事項の調査審議を行う。 県10／10

２ 許可事務 県 ・薬局，医薬品販売業の許可申請・更新申請施 県10／10

設等の現地調査及び許可事務を行う。

３ 指導取締 県 ・医薬品等の適正な管理供給が行われるよう関 県10／10

係施設への立入検査及び指導取締を行う。

・薬の正しい取扱い・知識を啓発するため，リ

ーフレットや冊子を配布する。

４ 登録販売者事務 県 ・登録販売者試験の実施，販売従事登録事務を 県10／10

行う。

５ 薬用植物栽培指導 県 ・薬草に関する正しい知識の普及啓発，「自然 県10／10

薬草の森」における「薬用植物普及啓発事

業」及び「薬草木補植事業」を実施する。

３ 予 算

県 予 算 額

事 業 区 分 総事業費 備 考

26年度当初 25年度当初 対前年比

千円 千円 千円 ％

１ 薬事審議会 115 115 114 100.9

２ 許可事務 441 441 439 100.5

３ 指導取締 2,534 2,534 2,940 86.2

４ 登録販売者事務 1,238 1,238 1,297 95.5

５ 薬用植物栽培指導 919 919 907 101.3

４ 26年度実施計画及び事業実績 (H26.1.31現在)

事 業 区 分 平成 26 年度 平成 25 年度 平成 24 年度

１ 薬事審議会 ・開催回数 1回(予定) ・開催回数 1回 審議事項がなく未開催

２ 許可事務 ・新規許可（予定） ・新規許可状況 ・新規許可状況

薬局 20件 薬局 28件 薬局 68件

医薬品販売業 30件 医薬品販売業 23件 医薬品販売業 77件

・更新許可（予定） ・更新許可状況 ・更新許可状況

薬局 40件 薬局 44件 薬局 138件

医薬品販売業 25件 医薬品販売業 22件 医薬品販売業 43件

３ 指導取締 3,500施設（予定） 2,885施設 4,080施設

４ 薬用植物栽培指導 「薬草の集い」の実施 「薬草の集い」の実施 「薬草の集い」の実施
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５ その他参考事項
薬事関係許可届出業態数の推移 （H26.1.31現在）
年 度 21 22 23 24 25
薬 局 825 836 833 867 563

専 業
薬 局

医 製造 専 業 17 17 17 17 16
薬 局 114 110 108 105 65

製造 第 １ 種
販売 第 ２ 種 12 12 12 12 11

薬 薬 局 114 110 108 105 65
輸 入 販 売 業
店 舗 販 売 業 325 292 286 263 265
卸 売 販 売 業 148 164 177 183 182

品 薬 種 商 販 売 業 21 22 10 12 12
特 例 販 売 業 75 57 38 34 33
配 販 売 業 171 162 158 159 151
置 従 事 者 492 512 505 446 412

医 薬 部 外 品 製 造 業
医 薬 部 外 品 製 造 業 3 4 4 5 4
医薬部外品製造販売業 2 3 4 5 4
化 粧 品 製 造 業
化 粧 品 輸 入 業
化 粧 品 製 造 業 17 20 22 23 21
化 粧 品 製 造 販 売 業 16 16 21 23 23
医 療 用 具 製 造 業
医 療 用 具 輸 入 業
医療用具専業修理業
医 療 用 具 販 売 業
医 療 用 具 賃 貸 業

製 造 業 8 8 8 8 7
医 修 理 業 101 103 107 107 109

製 造 第 １ 種
療 販売業 第 ２ 種 1 1 1 1

第 ３ 種 3 3 3 2 2
機 販売業 高 度 管 理 医 療 機 器 等 812 800 826 864 897

管理医療機器 3,608 3,193 3,258 3,293 3,467
器 賃貸業 高 度 管 理 医 療 機 器 等 319 315 329 340 355

管理医療機器 168 164 180 186 191
合 計 7,372 6,924 7,015 7,060 6,855

（参考）県全体（鹿児島市分を含む）の状況（平成25年度分）
薬局 881 店舗販売業 399 特例販売業 65 合計 7,339

※「店舗販売業」は，平成21年施行の改正薬事法により新たに設けられた一般医薬品の販売業態であり，
旧法の「一般販売業」及び新法の「薬種商販売業」を含む。

薬事関係立入検査結果 （H26.1.31現在）
事項 年度 21 22 23 24 25
対 象 業 者 数 7,372 6,918 7,015 7,060 6,855
立入検査施行施設数 3,906 3,692 4,080 4,051 2,885
違 反 発 見 施 設 数 178 146 246 273 148
違 反 率（％） 4.6 4.0 6.0 6.7 5.1
立 入 検 査 率（％） 53.0 53.4 58.2 57.4 42.1

（参考）県全体（鹿児島市分を含む）の状況（平成24年度分）
対象事業者数 7,201 立入検査施行施設数 4,112 違反発見施設数 293
違反率 7.1% 立入検査率 5.71%

（参考）平成23年度全国の薬事関係立入検査結果
対 象 業 者 数 立入検査施行施設数 違 反 発 見 施 設 数 違 反 率 （ ％ ） 立入検査率（％）

622,538 211,432 9,980 4.7 34.0
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事業名 毒物劇物取締事業 （所管：薬務課 薬務係）

継続（昭和25年度）

１ 目 的

毒物劇物営業者，業務上取扱者に対して，法令に基づく指導監督を行うとともに，県民に毒物劇物に関す

る正しい知識，使用方法等を普及啓発し，毒物劇物の取扱いの適正化や事故の未然防止を図る。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

１ 指 導 取 締 県 ・毒物劇物営業者，業務上取扱者の施設への立 県10/10

入検査及び指導取締りを行う。

２ 毒物劇物危害防止 県 ・農薬危害防止運動を通じて，毒物劇物である 県10/10

農薬の正しい知識と適正な管理取扱い等を広

く普及啓発するとともに，県内の農業協同組

合を中心に，農家での農薬の保管管理等の指

導を行う。

・毒物劇物危害防止対策連絡会議を開催する。

３ 取扱者試験 県 ・毒物劇物取扱者試験を年１回実施する。 県10/10

４ 登録届出事務 県 ・毒物劇物営業の登録・更新施設調査及び登録 県10/10

事務を行う。

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

26年度当初 25年度当初 対前年比

千円 千円 千円 ％

１ 指 導 取 締 177 177 178 99.4

２ 毒物劇物危害防止 254 254 250 101.6

３ 取扱者試験 825 825 814 101.4

４ 登録届出事務 1,407 1,407 1,502 93.7

４ 26年度実施計画及び事業実績

事業区分 平成 26 年度 平成 25 年度 平成 24 年度

１ 指導取締 700施設（予定） 422施設(H26.1.31現在) 544施設

・各毒劇物取扱事業所を対 ・各毒劇物取扱事業所を対 ・各毒劇物取扱事業所を対

象に農薬の適正管理につ 象に農薬の適正管理につ 象に農薬の適正管理につ

いて指導を実施 いて指導を実施 いて指導を実施

２ 毒物劇物 ・毒物劇物危害防止対策連 ・毒物劇物危害防止対策連

危害防止 絡会議の開催 絡会議の開催

３ 取扱者試験 年１回（出願者予定数 年１回（出願者数403人） 年１回（出願者数478人）

450人）

４ 登録届出事務 ･販売業登録（予定） 20件 ･販売業登録 19件 ･販売業登録件数 20件

･販売業登録更新（予定） 84件 ･販売業登録更新 36件 ･販売業登録更新件数107件

･製造業登録更新（予定） 0件 ･製造業登録更新 0件 ･製造業登録更新件数 0件

(H26.1.31現在)

（参考）

県全体（鹿児島市分を含む）の状況（平成25年度分）

指 導 取 締 422施設で立入検査を実施

登録届出事務 販売業登録件数 59件， 販売業登録更新件数 215件 (H26.1.31現在)
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５ その他参考事項

毒物劇物登録届出業態数の推移 （H26.1.31現在）

年 度 20 21 22 23 24 25

事 項

毒物劇物製造業 6 5 5 5 5 6

販 一 般 537 482 455 438 424 415

売 農業用品目 464 454 448 446 432 422

業 特定品目 11 9 9 7 7 7

電気メッキ業 17 17 17 17 16 16

金属熱処理業 1 1 0 0 0 0

毒物劇物運送業 2 2 2 2 3 3

合 計 1,038 970 936 915 887 869

（参考）県全体（鹿児島市分を含む）の状況（平成25年度分）H26.1.31現在

一般販売業 776 農業用品目販売業 505 特定品目販売業 36 合計 1,342

毒物劇物立入検査結果 （H26.1.31現在）

年 度 20 21 22 23 24 25

事 項

対象業者数 1,038 970 936 915 887 869

立入検査施行施設数 820 629 675 601 664 422

違反発見施設数 74 52 95 55 54 25

違反率（％） 9.0 8.3 14.1 9.2 8.1 5.9

立入検査率（％） 79.0 64.8 72.1 65.7 74.9 48.6

（参考）県全体（鹿児島市分を含む）の状況（平成24年度分）

対象業者数 1,342 立入検査施行施設数 748 違反発見施設数 71

違反率 9.5% 立入検査率 55.7%

農薬による事故状況（県警本部調べ）

年 度 19 20 21 22 23 24

事 項

中毒事故者数 9 8 3 4 2 6

内 自 殺 死 亡 4 5 2 3 1 4

未 遂 5 3 1 1 1 2

事 故 死 亡 0 0 0 0 0 0

訳 未 遂 0 0 0 0 0 0
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事業名 薬物乱用防止対策事業 （所管：薬務課 麻薬係）

継続（平成６年度）
１ 目 的

覚せい剤・大麻・違法ドラッグ等の薬物乱用は，依然として，高い水準で推移しているなど，憂慮すべき
事態となっており，特に，青少年層を中心とした薬物乱用は，大きな社会問題となっている。

このため，薬物乱用の恐ろしさと弊害を広く県民に認識させるための啓発活動を行い，薬物乱用の撲滅を
図る。
２ 内 容

事業区分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

薬物乱用防止対策事業 県 ・薬物乱用防止指導員及び各種広報媒体を活用し，薬物 県10/10
乱用防止の普及啓発を行う。

・薬物に関する相談指導業務の整備を図るために,精神保
健福祉センターを中核機関と位置づけ,薬物乱用・依存
者の早期発見と早期対応を図る。

・薬物乱用防止指導員連合協議会・地区協議会を通じ，
地域に密着した的確で効果的な啓発活動を行う。

・県内の中学生及びその他希望する学校の生徒を対象と
した薬物乱用防止啓発教育を県薬剤師会に委託し，実
施する。

・シンナー等取扱業者に対して，保管管理指導を行う。

３ 予 算

県 予 算 額
事業区分 総事業費 備 考

26年度当初 25年度当初 対前年比

千円 千円 千円 ％
薬物乱用防止対策事業 2,888 2,888 2,850 101.3

４ 26年度実施計画及び事業実績

事業区分 平成 26 年度 平成 25 年度 平成 24 年度

薬物乱用防止 ・各種会議・講習会等の開 ・各種会議・講習会等の開 ・各種会議・講習会等の開
対策事業 催 催 催

・薬物乱用防止指導員の日 ・薬物乱用防止指導員の日 ・薬物乱用防止指導員の日
常活動を通じた啓発 常活動を通じた啓発 常活動を通じた啓発

・薬物乱用問題に係る相談 ・薬物乱用問題に係る相談 ・薬物乱用問題に係る相談
受付 受付 受付

・啓発資材の配布 ・啓発資材の配布 ・啓発資材の配布
・街頭キャンペーンの実施 ・街頭キャンペーンの実施 ・街頭キャンペーンの実施
・大学生等への出前講座の ・大学生等への出前講座の ・大学生等への出前講座の

実施 実施 実施
・中学生等に対する啓発教 ・中学生等に対する啓発教 ・中学生等に対する啓発教

育の実施 育の実施 育の実施
・シンナー等取扱業者への ・シンナー等取扱業者への ・シンナー等取扱業者への

保管管理指導 保管管理指導 保管管理指導
・麻薬・覚せい剤乱用防止

運動九州地区大会の開催

５ その他参考事項
（１）鹿児島県のシンナー等乱用検挙補導状況 （県警少年課調べ）

年 別 14年 15年 16年 17年 18年 19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年
少 年 36 18 8 4 0 0 0 0 0 0 0 0
成 人 29 28 11 10 14 11 9 5 4 2 1 2

計 65 46 19 14 14 11 9 5 4 2 1 2

(２）鹿児島県の覚せい剤事犯検挙状況 （県警組織犯罪対策課調べ）

年別 14年 15年 16年 17年 18年 19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年
件数（件） 122 98 78 115 95 72 73 58 76 62 56 75
人員（人） 143 87 69 92 82 62 59 44 71 51 48 57
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事業名 麻薬等指導取締事業 （所管：薬務課 麻薬係）

継続（昭和28年度）

１ 目 的

麻薬・覚せい剤等について，必要な取締りを行うとともに，麻薬・覚せい剤等の乱用による保健衛生上の

危害を防止する。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

１ 指 導 取 締 県 ・麻薬・覚せい剤関係法令に基づく免許証発行 県10／10

等の諸事務，麻薬取扱者に対する講習会や取扱

施設の監視指導を行い，麻薬・覚せい剤等保管

管理の適正化を図る。

・関係機関と連携し不正大麻・けしの発見及び

麻薬・覚せい剤等の乱用による危害発生防止に

努める。

２ 向精神薬管理指導 県 向精神薬取扱者に対する講習会や監視指導を 県10／10

行い，不正流通，盗難事故等の防止を図る。

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

26年度当初 25年度当初 対前年比

千円 千円 千円 ％

１ 指 導 取 締 1,624 1,624 1,695 95.8

２ 向精神薬管理指導 690 690 685 100.7

４ 26年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平成 26 年度 平成 25 年度 平成 24 年度

１ 指 導 取 締 麻薬取扱施設，向精神薬 麻薬取扱施設644施設 麻薬取扱施設755施設

取扱施設，覚せい剤取扱 向精神薬取扱施設750施設 向精神薬取扱施設972施設

施設の立入検査を実施予 覚せい剤取扱施設722施設 覚せい剤取扱施設941施設

定 で立入検査を実施 で立入検査を実施

（H26.1.31現在）

２ 向精神薬管理指導 講習会の開催 講習会の開催 講習会の開催

開催回数２回 開催回数２回 開催回数２回
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５ その他参考事項

麻薬取扱者等年度別推移 （H26.1.31現在）

年 度 23 24 25

取扱者

麻 薬 卸 売 業 者 28 28 28

麻 薬 小 売 業 者 550 582 593

麻 薬 管 理 者 310 309 325

麻 薬 施 用 者 2,659 2,736 2,845

麻 薬 研 究 者 58 60 59

向 精 神 薬 卸 売 業 者 0 0 0

向 精 神 薬 小 売 業 者 0 0 0

向精神薬試験研究施設 9 9 9

大 麻 研 究 者 4 6 5

覚 せ い 剤 施 用 機 関 1 1 1

覚 せ い 剤 研 究 者 8 11 9

覚 せ い 剤 原 料 取 扱 者 32 32 32

計 3,659 3,774 3,906

麻薬等取扱者立入検査結果推移 （H26.1.31現在）

年度・ 23 24 25

業種 麻 薬 向 精 神 薬 覚 せ い 剤 麻 薬 向 精 神 薬 覚 せ い 剤 麻 薬 向 精 神 薬 覚 せ い 剤

事項

対象業務所数 1,584 3,651 3,626 1,616 3,989 3,839 1,632 4,000 3,889

立入検査実施数 662 905 867 755 972 941 644 750 722

違 反 施 設 数 25 8 5 32 6 1 43 5 2

違 反 率(％) 3.8 0.9 0.5 4.2 0.6 0.1 6.6 0.6 0.3

立入検査率(％) 41.8 24.8 23.9 46.7 24.4 24.5 39.5 18.8 18.6
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事業名 医薬品安全対策事業 （所管：薬務課 麻薬係）

継続(昭和48年度)

１ 目 的

医薬品の有効性，安全性の確保を目的とし，薬事法に基づき，医薬品等の製造から販売にいたるまでの品

質管理の徹底を図る。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

医薬品安全対策事業 県 県内の医薬品等製造（製造販売）業者及び薬 県10/10

局医薬品製造所で製造される医薬品並びに医薬

品卸売業者の在庫品中，経時変化しやすい医薬

品を収去試験する。

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

26年度当初 25年度当初 対前年比

千円 千円 千円 ％

医薬品安全対策事業 237 237 231 102.6

４ 26年度実施計画及び事業実績

事業区分 平成 26 年度 平成 25 年度 平成 24 年度

医薬品安全対策事業 ８品目について収去試験を ８品目について収去 ９品目について収去

実施予定 試験実施 試験実施
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事業名 医薬品等製造業許認可事業 （所管：薬務課 薬務係）

継続（平成６年度）

１ 目 的

薬事法に基づく医薬品等の製造（製造販売）業の許認可を行うとともに，製造管理者講習会の開催並びに

医薬品等ＦＤ申請・審査システムを運用する。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

医薬品等製造（製造販売） 県 ・県内の医薬品，医薬部外品，化粧品，医療機 県10/10

業の許認可事業 器の製造（製造販売）業の許認可を行う。

・ＧＭＰ及びＱＭＳ適合性調査を行う。

・医薬品等FD申請・審査システムを運用する。

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

26年度当初 25年度当初 対前年比

千円 千円 千円 ％

医薬品等製造（製造販売） 1,835 1,835 1,772 103.6

業の許認可事業

４ 26年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 26 年 度 平 成 25 年 度 平成 24 年度

医薬品等製造（製造販売） ･許認可件数（予定） ･許認可件数 (Ｈ２６．１．３１現在) ・許認可件数

業の許認可事業 医薬品等製造販売業許可 3 件 医薬品等製造販売業許可 1 件 医薬品等製造販売業許可申請 3 件

医薬品等製造販売業許可更新 12 件 医薬品等製造販売業許可更新 2 件 医薬品等製造販売業許可更新申請 4 件

医薬品等製造業許可 3 件 医薬品等製造業許可 0 件 医薬品等製造業許可申請 3 件

医薬品等製造業許可更新 16 件 医薬品等製造業許可更新 1 件 医薬品等製造業許可更新 3 件

･GMP等適合性調査 8 件 ･GMP等適合性調査 2 件 ･GMP等適合性調査申請 1 件

･医薬品等製造業者薬事講習会 ･医薬品等製造業者薬事講習会 ･医薬品等製造業者薬事講習会

開催回数 1 回 開催回数 1 回 開催回数 1 回
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事業名 家庭用品安全対策事業 （所管：薬務課 薬務係）

継続（昭和48年度）

１ 目 的

有害物質を含有する家庭用品について，保健衛生上の見地から試験を行うとともに，必要な規制を行い，

各種家庭用品に使用されている化学物質による県民の健康被害を未然に防止する。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

家 庭 用 品 安 全 対 策 事 業 県 家庭用品販売業者の監視指導を行うとともに 県10／10

試買した家庭用品を県環境保健センターにおい

て試験検査する。

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

26年度当初 25年度当初 対前年比

千円 千円 千円 ％

家 庭 用 品 安 全 対 策 事 業 324 324 314 103.2

４ 26年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 26 年 度 平 成 25 年 度 平 成 24 年 度

家庭用品安全対策事業 ・監視施設予定数 １件 ・監視施設数 １件 ・監視施設数 １件

・試買検査品目数 ・試買検査品目数 ・試買検査品目数

（10品目) （10品目) （10品目)

・検査延項目数(44項目) ・検査延項目数（44項目) ・検査延項目数（44項目)

５ その他参考事項

・家庭用品に含有される有害物質として，指定されているもの

１ 塩化水素 ８ ＴＤＢＰＰ 15 メタノール

２ 硫酸 ９ 水酸化ナトリウム 16 テトラクロロエチレン

３ 塩化ビニル 10 水酸化カリウム 17 トリクロロエチレン

４ ホルムアルデヒド 11 トリフェニル錫化合物 18 ｼﾞﾍﾞﾝｿﾞ［a,h］ｱﾝﾄﾗｾﾝ

５ 有機水銀化合物 12 トリブチル錫化合物 19 ベンゾ［a］アントラセン

６ ＡＰＯ 13 ＤＴＴＢ 20 ベンゾ［a］ピレン

７ ディルドリン 14 ビス－ＢＰ
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事業名 薬事関係事務委託事業 （所管：薬務課 麻薬係）

継続（昭和36年度）

１ 目 的

国の委託を受けて医薬品等の価格及び需給の状況についての情報を収集し，医薬品等の価格及び需給の安

定に資するとともに，医療機器等の安全性及び品質の確保を図る。また，後発医薬品が安心して使用できる

環境づくりを目指す。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

１ 薬事経済調査 県 医薬品等価格調査，薬事工業生産動態統計調 国10／10

査，医薬品価格動向等調査を実施する。

２ 医薬品検定事務等委託 県 医薬品等製造業許可承認事務，医薬品等検定 国10／10

事務，医療機器特別監視を行う。

３ 後発医薬品安心使用促進事業 県 医療関係者及び患者が後発医薬品を安心して 国10／10

使用できる環境整備を図る。

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

26年度当初 25年度当初 対前年比

千円 千円 千円 ％

１ 薬事経済調査 655 655 1,838 35.6

２ 医薬品検定事務等委託 474 474 293 161.8

３ 後発医薬品安心使用促進事業 1,813 1,813 1,811 100.1

４ 26年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平成 26 年度 平成 25 年度 平成 24 年度

１ 薬事経済調査 薬事工業生産動態統計調査 薬事工業生産動態統計調査 270件 薬事工業生産動態統計調査 270件

医薬品価格動向等調査等 医薬品価格動向等調査等 ４件 医薬品価格動向等調査等 ４件

薬価調査･材料価格調査客体精密化調査 薬価調査･材料価格調査客体精密化調査 薬価調査･材料価格調査客体精密化調査

1,086件 1,086件

２ 医薬品検定事務等委託 医薬品等製造業許可承認事務 医薬品等製造業許可承認事務 １件 医薬品等製造業許可承認事務 １件

医薬品等検定事務 医薬品等検定事務 ３件 医薬品等検定事務 ３件

医療機器特別監視 医療機器特別監視 １件 医療機器特別監視 １件

３ 後発医薬品安心使用促進事業 協議会開催 ２回 協議会開催 ２回 協議会開催 ３回

モデル事業協議会３回 モデル地区協議会３回 モデル地区協議会３回

モデル地区講習会１回 モデル地区研修会１回
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事業名 未承認医薬品等試験検査機器管理事業 （所管：薬務課 麻薬係）

継続（平成23年度）

１ 目 的

近年，県民の健康に対する関心の高まりとともに，健康食品等に対するニーズが増大していることを踏ま

え，未承認医薬品等による県民の健康被害発生を未然に防止する観点から，平成21年度に環境保健センター

に整備した検査機器（質量検出器付き高速液体クロマトグラフ）の保守点検を行う。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

未承認医薬品等試験検査機器 県 平成21年度に環境保健センターに整備した未 県10/10

管理事業 承認医薬品等による県民の健康被害発生を未然

に防止し，健康食品等の医薬品成分を検査する

ための機器（質量検出器付き高速液体クロマト

グラフ）の保守点検を行う。

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

26年度当初 25年度当初 対前年比

千円 千円 千円 ％

未承認医薬品等試験検査機器 3,100 3,100 3,014 102.9

管理事業

４ 26年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平成26年度 平成25年度 平成24年度

未承認医薬品等試験 未承認医薬品検査 10検体 未承認医薬品検査 10検体 未承認医薬品検査 10検体

検査機器管理事業 (各13項目)予定 (各13項目)予定 (各13項目)
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事業名 ハブ対策事業 （所管：薬務課 麻薬係）

継続 (昭和29年度）

１ 目 的

奄美において，ハブの咬傷者が，毎年60人前後発生し，住民生活は多大な不安と脅威にさらされており，

奄美の産業振興を阻害する要因ともなっている。このため，所要のハブ対策を実施することにより，住民の

安全な生活環境を確保するとともに，奄美の産業振興に寄与する。

２ 内 容

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容 負担区分

１ ハブ対策事業 県 住民が安心して生活するために国庫補助金を受 国 0～5/10

けて，ハブ駆除対策及びハブ咬症対策を実施す 県 10～5/10

る。

２ ハブ捕獲奨励買上事業 県 住民のハブ捕獲を奨励し，生きハブの買上げを行い 県 10/10

個体数を減らすことにより咬傷者の減少を図る。

３ 予 算

県 予 算 額
事 業 区 分 総事業費 備 考

26年度当初 25年度当初 対前年比

千円 千円 千円 ％

１ ハブ対策事業 28,858 28,858 30,383 95.0

２ ハブ捕獲奨励買上事業 36,011 36,011 36,011 100.0

４ 26年度実施計画及び事業実績

事 業 区 分 平 成 26 年 度 平 成 25 年 度 平 成 24 年 度

１ ハブ対策事業 ・ハブとの共存に関わる ・ハブとの共存に関わる ・ハブとの共存に関わる

総合調査事業の実施 総合調査事業の実施 総合調査事業の実施

・ハブ毒免疫機序応用研究 ・ハブ毒免疫機序応用研究 ・ハブ毒免疫機序応用研究

事業の実施 事業の実施 事業の実施

・粗毒採取用ハブ買上げ ・粗毒採取用ハブ買上げ ・粗毒採取用ハブ買上げ

1,500匹 1,500匹 1,500匹

・はぶウマ抗毒素購入56本 ・はぶウマ抗毒素購入60本

・ハブ対策専門員の設置 ・ハブ対策専門員の設置 ・ハブ対策専門員の設置

２ ハブ捕獲奨励 ・生きハブの買上げ ・生きハブの買上げ ・生きハブの買上げ

買上事業 25,943匹(H26.1.31現在) 29,655匹

５ その他参考事項

咬傷者発生状況 ( )内は，死亡者内数

年度 昭 平 (H26.1.31
保健所 ４０ ５０ ６０ １０ １６ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ 現在)

(1) (2) (1) (1) (1)
名 瀬 107 89 41 39 25 19 22 32 33 23 16

(1) (1) (1)
徳 之 島 143 198 87 82 47 44 30 45 32 34 32

(2) (3) (1) (2) (1)
計 250 287 128 121 72 63 52 77 65 57 48

第 ７ 平 成 ２ ５ 年 度 事 業 の 概 要

Ⅱ－１ 日本一安心・安全な鹿児島づくり


